
情報モラル教育の推進情報モラル教育の推進
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青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律

（平成２０年６月１８日公布）
●基本理念（第３条）

青少年が安全に安心してインターネットを利用できるようにするための施策は、青少年自らが、主
体的に情報通信機器を使いインターネットにおいて流通する情報を適切に取捨選択して利用する
とともに、適切にインターネットによる情報発信を行う能力（以下、「インターネットを適切に活用する
能力」という。）を習得することを旨として行われなければならない。

●インターネット青少年有害情報対策・環境整備推進会議（総理大臣をヘッド）の設置と基本計画の
策定（第８条）

●インターネットの適切な利用に関する教育の推進等（第１３条）
・国及び地方公共団体は、青少年がインターネットを適切に活用する能力を習得することができる

よう、学校教育、社会教育及び家庭教育におけるインターネットの適切な利用に関する教育の推
進に必要な施策を講ずるものとする。

・国及び地方公共団体は、青少年のインターネットを適切に活用する能力の習得のための効果的
な手法の開発及び普及を促進するため、研究の支援、情報の収集及び提供その他の必要な施
策を講ずるものとする。

●インターネットの適切な利用に関する広報啓発の国等の義務（第１５条）

●青少年のインターネットの利用に関係する事業を行う者その他の関係者による青少年の学習の機
会の提供、フィルタリングソフトの利用の普及などの啓発活動の努力義務（第１６条）

●携帯電話インターネット接続役務提供事業者によるフィルタリングサービス提供義務（第１７条）
など

学校教育の役割は非常に大
－６５－



携帯ＩＳＰ・ＩＳＰ
パソコンメーカー

青 少 年

○調査研究及び普及啓発
○フィルタリングソフトの技術開発

サーバー管理者
（携帯ＩＳＰ・ＩＳＰを含む）

・国民からの有害情報の通報受付
窓口の設置努力義務

・有害情報の閲覧防止の努力義務

青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律案の概要

総務省

関係閣僚会議（内閣府）
総理、官房、内閣府担当、警察、総務、法務、文科、経産 等

・フィルタリング普及啓発
・インターネット教育

策定

基本計画
・違法情報対策の強化
・民間における取組の助成
・フィルタリング技術開発 等

有害情報の
閲覧防止

ソフトウェア・サービスの
提供

（民間の第三者機関）

評価情報等を
参考に選択

○有害情報の通報を受理・通知団体
○フィルタリングソフトの性能の指針策定団体
○ＡＤＲ（裁判外紛争処理）機関
○コンテンツの評価団体
○フィルタリングソフト開発事業者
○インターネット教育団体
○その他の関係活動を行う団体

（民間の第三者機関）民間団体・事業者

フィルタリングの普及・性能向上
を推進する団体

支援（資金・情報等）

有害情報の閲覧防止
措置の要請 フィルタリングの

提供義務

その他関係省庁

経済産業省

（第三者機関の求めにより登録できる）

支援（資金・情報等）

登録

（義務なし）

環境整備

フィルタリングソフト
開発事業者

開発努力義務
・青少年の発達段階等に応じた

設定の実現
・閲覧制限の精度向上
・性能及び利便性の向上 等

・青少年の有害情報の閲覧の機会を少なく
・民間主体（国・地方自治体は支援）
・青少年の教育を重視

基本理念

関係事業者の責務 保護者の責務国・地方自治体の責務

【文部科学省関連条文】
第三章 インターネット

の適切な利用に関する
教育及び啓発活動の推
進等（第１３～１６条）

－６６－
※内閣府作成資料



警察庁「平成１９年中のいわゆる出会い系サイトに関係した事件の検挙状況について」

情報モラルに係る動向と文部科学省の取組み

○出会い系サイトに関係した事件の検挙数等（平成１９年中）
・いわゆる出会い系サイトに関係した事件として警察庁に報告のあった件数は１，７５３件で、前年と比べて

１６２件（８．５％）減少した。
・出会い系サイトを利用して犯罪被害にあった児童は１，１００人（前年１，１５３人）であり、依然として高い
水準で推移している。

（主な特徴）
・出会い系サイトへのアクセス手段として携帯電話を使用した被害児童は、１，１００人のうち、１，０６２人で

９５．５％を占める。

１．動向

○いじめに関する調査を通じた実態把握

毎年実施している「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」において、平成１８年度分の
調査より、調査項目の見直しを行い、「いじめの態様」に、「パソコンや携帯電話等で嫌なことをされる。」という項
目を追加。

○学校裏サイト等に関する調査を通じた実態把握

青少年が利用する非公式サイト・匿名掲示板等に関する実情調査を実施（平成19年度）。全国で約３８，０００

の非公式サイト（いわゆる学校裏サイト）が確認できた。そのうち、約２，０００の非公式サイトの内容を確認したとこ
ろ、誹謗中傷の言葉が５０％、わいせつな言葉が５０％、暴力誘発の言葉が２７％含まれていた。

※パソコンや携帯電話で、誹謗中傷や嫌なことをされる。

小学校 ４６６件（０．６％）、中学校 ２，６９１件（５．２％）、高等学校 １，６９９件（１３．８％）

全体４，８８３件（３．９％）
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○子ども向け啓発リーフレットの作成・配布

携帯電話のインターネット利用に際しての留意点やトラブル・犯罪被害の事例、その対
応方法のアドバイスなどを盛り込んだ「ちょっと待って、ケータイ」リーフレットを作成し、全
国約１２０万人の小学６年生全員に配布

○保護者向け啓発リーフレットの作成・配布

「ネット上のいじめ」の問題について 「子どもを守り育てる体制づくりのための有識者会
議」として、特に保護者に対し、「情報モラル教育」のより一層の充実など、現段階において
直ちに取り組むべき喫緊の課題を提案。全国の幼稚園、小・中・高等学校、中等教育学校、
特別支援学校、各PTA組織に「お父さん！お母さん！お子さんのケータイ・ネットの利用は

大丈夫ですか？」を配布

また、「『ネット上のいじめ』から子どもたちを守るために－見直そう！ケータイ・ネットの
利用のあり方を－」を第２次報告として取りまとめ・配布（次ページ参照）

○家庭教育手帳の作成

家庭教育に関するヒント集（家庭教育手帳）を作成し、携帯電話やインターネットを使う際
にはフィルタリング機能を設定するなど、子どもの成長段階に合わせたルールを家庭で決
めること等を記載

○ 「e-ネットキャラバン」の実施

主に保護者及び教職員を対象としてインターネットの安全・安心な利用に向けた啓発の
ための講座を、通信関係団体等と総務省、文部科学省が連携しながら全国４７都道府県で
実施

○学校における情報モラル教育

２．文部科学省の取組み
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学校における情報モラル教育への取組みについて①

◆「情報モラル」指導モデルカリキュラムの作成（平成１８年度）

・情報モラル教育を体系的に推進するため、情報モラルの指導内容を５つ
の分類に整理し、児童生徒の発達段階に応じて指導目標を設定。
（http://www.kayoo.org/moral-guidebook/model/index.html）

・情報モラル教育を体系的に推進するため、情報モラルの指導内容を５つ
の分類に整理し、児童生徒の発達段階に応じて指導目標を設定。
（http://www.kayoo.org/moral-guidebook/model/index.html）

◆指導用ガイドブック及び普及・啓発パンフレットの作成・配付（平成１８年度）

・情報モラル教育の重要性やモデルカリキュラムの解説、指導実践事例などを紹介。
（http://www.kayoo.org/moral-guidebook/）

※「情報モラル」指導実践キックオフガイド 60万部作成
（配布先 ： 国公私立学校、全ての教育委員会）

※普及啓発用パンフレット 150万部作成
（配布先 ： 公立学校の全ての教員、国公私立学校、全ての教育委員会）

・情報モラル教育の重要性やモデルカリキュラムの解説、指導実践事例などを紹介。
（http://www.kayoo.org/moral-guidebook/）

※「情報モラル」指導実践キックオフガイド 60万部作成
（配布先 ： 国公私立学校、全ての教育委員会）

※普及啓発用パンフレット 150万部作成
（配布先 ： 公立学校の全ての教員、国公私立学校、全ての教育委員会）
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・情報モラル指導事例（２００事例）や情報モラル関連コンテンツ等を
紹介する教員向けＷｅｂサイトを作成・公開。

(http://www.japet.or.jp/moral-guidebook/)

・情報モラル指導事例（２００事例）や情報モラル関連コンテンツ等を
紹介する教員向けＷｅｂサイトを作成・公開。

(http://www.japet.or.jp/moral-guidebook/)

・市町村教育委員会指導主事等を対象とし、情報モラル指導の普及のためのセミナーを
４７都道府県において開催。研修教材「５分でわかる情報モラル」を活用。
（http://sweb.nctd.go.jp/5min_moral/index.html）

・市町村教育委員会指導主事等を対象とし、情報モラル指導の普及のためのセミナーを
４７都道府県において開催。研修教材「５分でわかる情報モラル」を活用。
（http://sweb.nctd.go.jp/5min_moral/index.html）

◆情報モラル指導ポータルサイトの構築（平成１９年度～）

◆情報モラル指導セミナーの開催（平成１９年度）

※学校のＩＣＴ環境整備の実態：http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19/06/07061209.htm
※教員のＩＣＴ活用指導力の実態：http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19/07/07071914.htm

学校における情報モラル教育への取組みについて②
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情報モラル研修教材「５分でわかる情報モラル」

情報モラル教育の一層の
普及のため、文部科学省
が作成し、全ての教育委員
会に配付（平成１９年度）。

情報モラル教育の一層の
普及のため、文部科学省
が作成し、全ての教育委員
会に配付（平成１９年度）。

※以下のＵＲＬにおいて公開中【アクセス件数：２９，７６４件（平成２０年７月末現在）】
http://sweb.nctd.go.jp/5min_moral/index.html （独）教員研修センター

※以下のＵＲＬにおいて公開中【アクセス件数：２９，７６４件（平成２０年７月末現在）】
http://sweb.nctd.go.jp/5min_moral/index.html （独）教員研修センター

＜内容＞
●「５分でわかる情報

モラル」ビデオ教材
・情報モラル教育の普

及のため、その重要
性についてわかりや
すく説明。

●「情報モラル」指導実
践キックオフガイドの
解説用資料

●情報モラルについて
のテーマ別解説

・本教材の作成に関わ
った有識者によるイン
タビュー

＜内容＞
●「５分でわかる情報

モラル」ビデオ教材
・情報モラル教育の普

及のため、その重要
性についてわかりや
すく説明。

●「情報モラル」指導実
践キックオフガイドの
解説用資料

●情報モラルについて
のテーマ別解説

・本教材の作成に関わ
った有識者によるイン
タビュー
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「情報モラル指導ポータルサイト」

『情報モラル指導ポータルサイト～やってみよう情報モラル教育～』を公開
ＵＲＬ：http://www.japet.or.jp/moral-guidebook/

『情報モラル指導ポータルサイト～やってみよう情報モラル教育～』を公開
ＵＲＬ：http://www.japet.or.jp/moral-guidebook/

学校における情報モラル教育の一層の充実を図ることを目的として、教員が手軽にアクセスし情報
モラル指導の参考とするため、情報モラルの指導実践事例や指導に役立つリンク集等を紹介。

学校における情報モラル教育の一層の充実を図ることを目的として、教員が手軽にアクセスし情報
モラル指導の参考とするため、情報モラルの指導実践事例や指導に役立つリンク集等を紹介。

トップページよ
り様々な情報
を容易に検索
できます。

トップページよ
り様々な情報
を容易に検索
できます。

普及啓発用リーフレット
を作成・配付

普及啓発用リーフレット
を作成・配付
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専門教科「情報」の舵取り専門教科「情報」の舵取り
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専門教科「情報」の舵取り
（１）平成１５年の学習指導要領の改訂でできた新しい教科

平成１５年 平成１９年

学校数
生徒数

１２ ２３
３６９ （０．０７％）

※専門学科数に占める生
徒数の割合

＜参考＞専門教科「情報」設置に係る答申等
（１）理科教育及び産業教育審議会答申（平成１０年７月）

①特にソフトウエアに関し、システム全体の設計・構築や管理・運営を担当するなどの高度な情報技術者の育成や
新たな産業領域の形成に役立つような人材の育成が重要な課題となっている。

②高等学校において情報科学の基礎など情報を扱う上での基礎的・基本的内容を学習する機会を提供するととも
に、情報手段を駆使した実習等を通じて創造的で豊かな感性を育む場を用意することは、人材育成の上でも意義
がある。

③これからの情報化社会を支える人材の育成のための教育は、従来の教科「工業」、「商業」等の枠組みの中だけ
では十分に対応できるものではなく、専門教育に関する教科「情報」を新たに設置する必要がある。

（２）教育課程審議会答申（平成１０年７月）
①職業に関する各教科・科目の内容の改善について、理科教育及び産業教育審議会答申を踏まえ、従来の教科

「工業」、「商業」等の枠組みとは別に、専門教育に関する教科「情報」を新たに設置する。

＜参考＞専門教科「情報」設置に係る答申等
（１）理科教育及び産業教育審議会答申（平成１０年７月）

①特にソフトウエアに関し、システム全体の設計・構築や管理・運営を担当するなどの高度な情報技術者の育成や
新たな産業領域の形成に役立つような人材の育成が重要な課題となっている。

②高等学校において情報科学の基礎など情報を扱う上での基礎的・基本的内容を学習する機会を提供するととも
に、情報手段を駆使した実習等を通じて創造的で豊かな感性を育む場を用意することは、人材育成の上でも意義
がある。

③これからの情報化社会を支える人材の育成のための教育は、従来の教科「工業」、「商業」等の枠組みの中だけ
では十分に対応できるものではなく、専門教育に関する教科「情報」を新たに設置する必要がある。

（２）教育課程審議会答申（平成１０年７月）
①職業に関する各教科・科目の内容の改善について、理科教育及び産業教育審議会答申を踏まえ、従来の教科

「工業」、「商業」等の枠組みとは別に、専門教育に関する教科「情報」を新たに設置する。

（２）進学率 ー 比較的高い

大学・短大等 ５０．９％ 、専門学校等 ２２．９％

２，３７４

生徒数：文部科学省「学校基本調査」より

（例） 岡山県立玉野光南高等高校 大学・短大等 ８１．０％ 、 専門学校等 １２．７％

京都府立京都すばる高等高校 大学・短大等 ６９．９％ 、 専門学校等 １３．７％

文部科学省「学校基本調査」より
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（３）就職率 一 比較的低い

●職業別就職状況

●産業別就職状況

事　務 販　売 ｻー ﾋ゙ ｽ 保　安 農林業 漁　業 運輸・

従事者 従事者 職　業 職　業 作業者 作業者 通　信

従事者 従事者 従事者

18年３月卒 7.5 26.4 9.4 13.2 3.8 － － 7.5 30.2 1.9

19年３月卒 5.4 31.5 4.3 15.2 1.1 － － 1.1 41.3 －

専門的技
術的職業
従事者

その他
生産工
程・労務
作業者

文部科学省「学校基本調査」より

0.11.34.5－75.7－0.17.81.60.17.90.8－－－－福祉

－1.115.2－－1.13.314.19.8－53.32.2－－－－情報

0.30.98.7－81.2－－4.90.9－2.60.6－－－－看護

0.71.013.10.312.00.10.640.92.30.127.71.1－0.00.00.2家庭

1.45.59.40.12.50.00.317.09.20.841.26.20.35.8－0.1水産

0.63.113.90.34.80.33.827.07.00.835.13.10.10.10.00.2商業

0.62.87.50.00.50.20.16.65.82.461.811.20.20.10.00.1工業
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就職先（日本標準産業分類（総務省告示））

0.11.34.5－75.7－0.17.81.60.17.90.8－－－－福祉

－1.115.2－－1.13.314.19.8－53.32.2－－－－情報

0.30.98.7－81.2－－4.90.9－2.60.6－－－－看護
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0.62.87.50.00.50.20.16.65.82.461.811.20.20.10.00.1工業

0.84.711.30.14.10.10.219.24.10.544.65.60.10.10.34.0農業
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就職先（日本標準産業分類（総務省告示））

文部科学省「学校基本調査」より －７７－



一 論 点 一
１．育成する人材像（教育目標、内容）を明確に！

・高度ＩＣＴ人材の育成 一 答申等の抜粋：参考７９ページ

・産業界が求める人材 一 研究開発の成果をイノベーションの創出に発展させていくことのできる人材：参考８０ページ

（平成１９年度「情報通信白書」より）

※高度ＩＣＴ人の不足 ： 技術系 １２．４万人 、 マネージメント系 ２２．７％

（総務省 平成１７年度「ＩＣＴ人材育成に関する調査」より）

・技術者に求められる能力、資質 一 参考８１ページ

※「工業」にも「商業」にもできない「情報」の特色は何か？

一 教科「情報」の強みをわかりやすく発信

２．高校と大学との接続の重視

・進学意識の高まり

・スペシャリストとして求められる知識・技術の高度化・多様化の進展

→生涯を通じて専門能力の向上 ※ＩＣＴ関係学部への進学、関係企業への就職など

※高校サイドで何ができるか、何をすべきか

３．「大学全入」時代の高校・大学教育の課題

・高校生の学力の把握 ・大学入試のシステムの改善

・・・平成２０年３月 学士課程教育の構築に向けて（審議のまとめ）

～中央教育審議会大学分科会 制度・教育部会～
－７８－



ＩＴ新改革戦略 政策パッケージ（平成１９年４月）
－関連部分の抜粋－

ＩＴ新改革戦略 政策パッケージ（平成１９年４月）
－関連部分の抜粋－

○「ＩＴ新改革戦略」の加速につながるドライビング・フォース
○我が国の新しい可能性を切り拓く改革や創造のエンジン

今後のＩＴ政策に関する基本的な方向性と重点的取組みを取りまとめ

○ ネット上の違法・有害情報に起因する被害の抜本的減少を目指した集中対策の実施
【国民が実感できる実現目標】

２０１０年までにネット上の違法・有害情報に起因する被害児童等を大幅に縮小することを目指す。
【実現のための方策】

内閣官房、関係省庁からなる「ＩＴ安心会議」において、出会い系サイト関連問題等違法・有害情報への集中対策
を2007年９月を目途に取りまとめる。具体的には、有害サイト運営者による利用者の年齢確認に関する検討を2007
年中に実施するほか、違法・有害情報対策を含む情報モラル教育を積極的に推進するため、2007年度以降学習指

導要領の改訂等を行う。

○ ネット上の違法・有害情報に起因する被害の抜本的減少を目指した集中対策の実施
【国民が実感できる実現目標】

２０１０年までにネット上の違法・有害情報に起因する被害児童等を大幅に縮小することを目指す。
【実現のための方策】

内閣官房、関係省庁からなる「ＩＴ安心会議」において、出会い系サイト関連問題等違法・有害情報への集中対策
を2007年９月を目途に取りまとめる。具体的には、有害サイト運営者による利用者の年齢確認に関する検討を2007
年中に実施するほか、違法・有害情報対策を含む情報モラル教育を積極的に推進するため、2007年度以降学習指

導要領の改訂等を行う。

○ 高度ＩＴ人材育成の好循環メカニズムの形成
【国民が実感できる実現目標】

時代のニーズに応えうる高度ＩＴ人材の育成強化のためには、構造改革等産業側における環境形成と、ＩＴの持
つ素晴らしさを知り、才能を伸ばすための学校教育の改革を併せて実現させる必要がある。

【実現のための方策】
学校ＩＴ基盤の一層の整備の下でのＩＴ活用教育の充実や子どもの問題解決能力の向上、先進的ＩＴ関連技術の創

造につながる能力の育成等初等中等教育におけるＩＴに関する能力の伸長・底上げに資する改革を推進する。内閣
官房、関係省庁からなる連絡会議において、施策の工程表を2007年９月を目途に取りまとめ、政府一体となって推

進する。

○ 高度ＩＴ人材育成の好循環メカニズムの形成
【国民が実感できる実現目標】

時代のニーズに応えうる高度ＩＴ人材の育成強化のためには、構造改革等産業側における環境形成と、ＩＴの持
つ素晴らしさを知り、才能を伸ばすための学校教育の改革を併せて実現させる必要がある。

【実現のための方策】
学校ＩＴ基盤の一層の整備の下でのＩＴ活用教育の充実や子どもの問題解決能力の向上、先進的ＩＴ関連技術の創

造につながる能力の育成等初等中等教育におけるＩＴに関する能力の伸長・底上げに資する改革を推進する。内閣
官房、関係省庁からなる連絡会議において、施策の工程表を2007年９月を目途に取りまとめ、政府一体となって推

進する。

①効率性・生産性向上と新価値の創出 ②健全で安心できる社会の実現 ③創造的発展基盤の整備①効率性・生産性向上と新価値の創出 ②健全で安心できる社会の実現 ③創造的発展基盤の整備

全体方針

重点的な取組みの推進

参 考

－７９－



参 考

総務省「高度ＩＣＴ人材の育成に 関する調査研究」第１回会議 配付資料より

－８０－



技術者の能力や資質等について

  現在、技術者に求める、重要と考える能力・知識
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幅広い知識
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専門的知識

実行力

 5年後に重要度が増加すると考えられる能力・知識
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文章・言語などの表現力
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専門的知識

企画力
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資料：文部科学省委託調査「技術者の養成・確保の在り方に関する調査」（平成１６年３月）
（製造業、建設業、サービス業等の企業１９７社のアンケート調査）

●現在、技術者に求める、重要と考えられる能力・知識 ●将来、技術者に求める、重要と考えられる能力・知識

→将来重要度が増加すると企業が考えている能力・知識については、「企画力」「創造力」「専門的知識」が

上位を占めている。現在と比較して「企画力」「創造力」のウエイトが上がっている。

参 考

－８１－



□ＩＣＴ利用の良さの発信・理解の促進
－現場の優れた実践が埋もれていないか？

(指導法/教材/機器の利用）
－データ等に基づくわかりやすい説明ができているか？

（調査研究と成果の発信の重要性）

□ＩＣＴ利用は”普通の人の目線で”
－できることから着実に。学校の外にも協力者。

□学校としてのＩＣＴ利用の環境作り（校長もＣＩＯ）
－教育委員会のサポート体制作り。

□ＩＣＴ産業を支える高度な人材育成の視点
－大学等で知識・技術を深化（大学等との接続）。

□情報モラル教育は学校、家庭が連携して

ま と め

－８２－



ＩＣＴを活用した指導の効果の調査結果①
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今日の学習は満足できた
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（関心や意欲）
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内容を正しく説明できる

深く理解できた

正しく理解できた

ICT活用なし

ICT活用あり

（理解度）

ポイント ポイント

ICTを活用することにより、児童生徒の関心や意欲が高まるとともに、理解度も高まる。

●児童生徒を対象とした、ＩＣＴを活用した授業に対する意識調査
・ＩＣＴを活用することにより、授業に対する児童生徒の興味・意欲、満足度が高まるとともに、「正しく理解すること

ができた」や「深く理解することができた」、「内容を先生や友だちに正しく説明できる」など、知識・理解に関する項目
についてもＩＣＴ活用の効果が示された。

－８３－

（平成１８年度：独立行政法人メディア教育開発センター実施）
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■ 客観テストの結果

点

ICTを活用した授業後に行った客観テストの得点が高い。

調査対象 ： 学校数２５１、教員数：３５７人、児童生徒数１８，５５２人

ＩＣＴを活用した指導の効果の調査結果②
●児童生徒を対象とした客観テストによる比較調査

・「小学校 算数」、「小学校 社会」、「小学校 理科」、「中学校・高校数学」、「中学校社会」の実証授業後に実施
した客観テスト（テストを受けた児童生徒数：２，９９１人）の結果について、「技能・表現（例：計算、彫刻、跳び
箱）」、「知識・理解（例：蝶の成長、社会の仕組み）」という観点から分析・評価した結果、ＩＣＴを活用した授業後に
行ったテストの得点が高いことが示された。

－８４－




